
 

 

 

  

 

 

 

 

第７３回定時株主総会招集ご通知に際しての 
 

法令及び定款に基づくインターネット開示事項 

 
 

 

●連結計算書類の連結注記表・・・1～2 ページ 

●計算書類の個別注記表 ・・・3～9 ページ 

 
 

 

 

 

 

 

 

日本ハム株式会社 

 

 

 

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、 

当社ホームページ（https://www.nipponham.co.jp/ir/events/generalmeeting/）に掲載す

ることにより株主の皆様へご提供しております。 
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（連結計算書類作成のための基本となる事項に関する注記）

(1)　重要な会計方針

①　連結計算書類の作成基準

②　連結範囲及び持分法の適用に関する事項

85社

10社

③　棚卸資産の評価方法及び評価基準

④　有価証券の評価方法及び評価基準

⑤　固定資産の減価償却方法

定額法

⑥　退職金及び年金債務の計上基準

⑦　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

(1)　繰延税金の貸借対照表上の分類に関する会計方針の変更

　会計基準書715「報酬－退職給付」に準拠し、従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の公正価値に基づき計上しております。
  未認識過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務年数で定額償却しております。
  未認識の数理差異については、回廊（＝退職給付債務と年金資産の公正価値のいずれか大きい方の10％）を
超える部分について、その発生時の従業員の平均残存勤務年数で、定額償却しております。

　当社は平成29年４月１日より、会計基準書アップデート2015-17「繰延税金の貸借対照表上の分類」を適用し
ています。このアップデートは繰延税金資産及び繰延税金負債を連結貸借対照表において非流動区分に分類す
ることを要求しています。なお、過年度の連結計算書類については遡及修正していません。また、平成29年３
月31日時点の連結貸借対照表における流動区分の繰延税金資産及び繰延税金負債は、それぞれ6,650百万円及び
1,402百万円です。

　米国財務会計基準審議会会計基準書（以下、「会計基準書」)320「債券及び持分証券」を適用しておりま
す。

売 却 可 能 有 価 証 券 決算日の市場価格等に基づく時価法（関連する未実現評価
損益を税効果考慮後で資本の部に表示し、売却原価は平均
法により算定しております。）

有形固定資産の減価償却方法

無 形 固 定 資 産 の 償 却 方 法 定額法（ただし、会計基準書350「のれん及びその他の無形
固定資産」に準拠し、耐用年数が確定できないものについ
ては、償却を行わずに少なくとも年１回の減損テストを実
施しております。）

　棚卸資産は、平均法による原価または時価のいずれか低い価額で表示しております。時価は正味実現可能価
額によっております。

連   結   注   記   表

　当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条の３第１項の規定により、米国で一般に公正妥当と認められた
会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しております。ただし、同条第３項において準用する
同規則第120条第１項後段の規定に準拠して、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準により要請さ
れる記載及び注記の一部を省略しております。

　当連結計算書類は、当社及び当社が直接･間接に議決権の過半数を所有している子会社､並びに当社及び子会
社が主たる受益者となる変動持分事業体の全ての各勘定を連結したものです。各会社間の内部取引項目は相殺
消去しております。関連会社（議決権の20%から50%を実質的に所有する会社）に対する投資は持分法の適用に
よって会計処理しております。
  なお､当連結計算書類の作成に当たり､一部の子会社については､連結会計年度と異なる会計年度の財務諸表を
用いております｡連結会計年度との差異が生じている期間に､財政状態及び経営成績に重要な影響を与える取引
が発生した場合には､必要な調整を行っております｡

連 結 子 会 社 数

持 分 法 適 用 会 社 数
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（連結貸借対照表に関する注記）

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 335,456百万円

(2)　その他の包括利益累計額の内訳

売却可能有価証券未実現評価益 9,900百万円

年金債務調整勘定 △ 2,781百万円

外貨換算調整勘定 △ 3,456百万円

その他の包括利益累計額   3,663百万円

（金融商品に関する注記）

(1)　金融商品の状況に関する事項

(2)　金融商品の時価等に関する事項

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）関連会社に対する投資、その他の投資有価証券、長期債務及びデリバティブ取引に関する事項

①関連会社に対する投資及びその他の投資有価証券

②長期債務（一年以内に期限の到来する長期債務を含む）

③デリバティブ取引

（注2）上記以外の金融商品に関する事項

①市場性のない持分証券

③その他の資産

④短期借入金、支払手形及び買掛金、未払法人税等、未払費用、その他の流動負債のうち金銭債務

（連結損益計算書に関する注記）

(1)　基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 348円46銭

(2)　希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益 342円07銭

(注1) 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
(注2)

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　市場価格がなく、公正価値を把握することが困難と認められます。

　これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

当社は平成30年４月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。当連結会計年度の
期首に当該株式併合が行われたと仮定して基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利益、希薄化後１株当た
り当社株主に帰属する当期純利益を算定しております。

　これらの公正価値については、持分証券及び負債証券の取引所の価格によっています。

　これらの公正価値については、市場金利を使用した見積りや取引所の価格によっています。

　これらの公正価値については、先物為替レート及び市場金利を使用した見積りや取引所の価格によっていま
す。

　将来キャッシュ・フローを見積ることができず、公正価値を把握することが極めて困難と認められるため、上
表の関連会社に対する投資及びその他の投資有価証券には含めておりません。市場性のない持分証券は、当連結
会計年度末日現在、それぞれ12,182百万円及び4,125百万円です。

②現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、貸倒引当金、並びにその他の流動資産のうち金銭債権

長 期 債 務 (59,612) (60,829) (1,217)

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 (1,846) (1,846) －

そ の 他 の 投 資 有 価 証 券 28,410 28,410 －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 112 112 －

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （＊）

公　正　価　値
（＊）

差　　　額

関 連 会 社 に 対 す る 投 資 2,245 3,511 1,266

（単位　百万円）

　当社グループは、事業活動を行うための資金需要に基づき、必要な資金を主に銀行借入や社債発行により調達
しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。その他
の投資有価証券は主として負債証券及び市場性のある持分証券であり、四半期ごとに公正価値の把握を行ってい
ます。

　借入金等の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動
リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　当社グループは、為替相場変動リスクを軽減するため、先物外国為替契約を利用しています。なお、相場変動
リスクの回避目的以外には、デリバティブ取引を利用しないことを方針としています。

　平成30年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、公正価値及びこれらの差額につい
ては、次のとおりです。
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移動平均法に基づく原価法

移動平均法に基づく原価法

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品・
              原材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ
る簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法

子会社株式及び関連会社株式

個   別   注   記   表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
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ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入れにかかる支払利息

③ヘッジ方針

④ヘッジ有効性評価の方法

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度を適用しております。

(1) 消費税等の会計処理

(2) 連結納税制度の適用

・・・

・・・

  金利スワップは借入金の金利変動リスクを回避する目的で
行っております。

  特例処理によっている金利スワップについては､有効性評価を
省略しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、退職給付引当金及び前払
年金費用として計上しております。なお、過去勤務費用は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年又は14
年)による定額法により費用処理しております。

　また、数理計算上の差異は、各事業年度の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(13年又は14年)による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

４．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっております｡なお､要件を満
たしている場合には､金利スワップについては特例処理によって
おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
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定期預金51百万円を取引保証の担保に差入れております。

（単位　百万円）

短期金銭債権 長期金銭債権

短期金銭債務 85,096百万円

４．　関係会社に対する金銭債権債務

79,201百万円 90,176百万円

３．　保証債務

保　証　先 種　　類 金　　額

NH Foods Australia
Pty. Ltd.他7件

借 入 ､ 取 引 保 証 10,639

２．　有形固定資産の減価償却累計額 32,722百万円

（貸借対照表に関する注記）

１．　担保差入資産
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１．　関係会社との取引高

（1）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

（2）当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（変動事由の概要）

主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝ行使による減少

単元未満株式の売り渡しによる減少

（3）配当に関する事項

①配当金支払額

株式の種類

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

以下のとおり、決議する予定であります。

（4）当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の

    種類及び数

普 通 株 式 2,364,590株

効力発生日

平成30年5月10日
取締役会

普通
株式

利益剰余金 11,394 53 平成30年3月31日 平成30年6月4日

決　　議
株式の
種類

配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日

平成29年6月5日

21,000株

735株

決　　議
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年5月9日
取締役会

普通株式 10,965 52 平成29年3月31日

3,278株

（損益計算書に関する注記）

売 上 高 572,576百万円

仕 入 高 528,914百万円

営業取引以外の取引高 18,004百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

普 通 株 式 214,991,609株

普 通 株 式 7,444株
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百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 3,164

繰延税金資産の純額 509

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 326

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 2,836

そ の 他 △ 2

評 価 性 引 当 額 △ 11,472

繰 延 税 金 資 産 合 計 3,673

繰 延 税 金 負 債

投 資 有 価 証 券 評 価 損 364

そ の 他 1,000

繰 延 税 金 資 産 小 計 15,145

関 係 会 社 株 式 8,372

貸 倒 引 当 金 1,303

減 損 損 失 1,747

退 職 給 付 引 当 金 1,697

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産

未 払 賞 与 662
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（単位　百万円）

(注 1)　上記の議決権等の所有割合には､子会社による間接所有の議決権を含んでおります。

（関連当事者との取引に関する注記）

属性 会社等の名称
議決権等の所有

割合(注1)
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 中日本ﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%
商品の販売
資金の預り
役員の兼任

 商品の売上（注2） 110,401 売掛金 13,426

 資金の管理（注3） -
関係会社
預り金

12,153

関東日本ﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%
商品の販売
資金の預り
役員の兼任

 商品の売上（注2）

 受取配当金（注5） 1,917

118,930 売掛金 12,179

 資金の管理（注3） -
関係会社
預り金

5,746

売掛金 10,832

東日本ﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%
商品の販売
役員の兼任

 商品の売上（注2） 71,153 売掛金 8,358

西日本ﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%
商品の販売
役員の兼任

 商品の売上（注2） 95,390

売掛金 5,899

日本ﾊﾑ西販売㈱ 　所有100%
商品の販売
役員の兼任

 商品の売上（注2） 55,643 売掛金 5,442

日本ﾊﾑ東販売㈱ 　所有100%
商品の販売
役員の兼任

 商品の売上（注2） 61,911

買掛金 7,732

 資金の貸付（注4) 1,000 長期貸付金 24,166

日本ﾊﾑﾌｧｸﾄﾘｰ㈱ 　所有100%
製品の購入
資金の援助
役員の兼任

 製品の購入（注2） 53,704

買掛金 56,779

 資金の管理（注3） -
関係会社

短期貸付金
23,042ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%

商品の購入
資金の援助
役員の兼任

 商品の購入（注2） 248,041

 受取配当金（注5） 2,216

ｲﾝﾀｰﾌｧｰﾑ㈱ 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の管理（注3） -

日本物流ｾﾝﾀｰ㈱ 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の管理（注3） -
関係会社

短期貸付金
6,000

関係会社
短期貸付金

6,000

 資金の貸付（注4) 1,500 長期貸付金 8,432

 資金の貸付（注4) 400 長期貸付金 8,943

日本ﾊﾑ食品㈱ 　所有100%
製品の購入
資金の援助
役員の兼任

 製品の購入（注2） 36,656 買掛金 4,903

㈱宝幸 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の貸付（注4) 2,700

 資金の管理（注3） -
関係会社

短期貸付金
5,000

 資金の貸付（注4) 4,000 長期貸付金 7,340

長期貸付金 12,829

日本ﾎﾜｲﾄﾌｧｰﾑ㈱ 　所有100%
資金の預り
資金の援助
役員の兼任

 資金の管理（注3） -
関係会社
預り金

5,061

ﾌﾟﾚﾐｱﾑｷｯﾁﾝ㈱ 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の貸付（注4) 600

関係会社
短期貸付金

5,000

 受取配当金（注5） 2,305

長期貸付金 7,455

関係会社
短期貸付金

8,000

NH　Foods  Australia
Pty.　Ltd.

　所有100%
資金の援助
役員の兼任
債務保証

 資金の貸付（注4） 10,714 長期貸付金 7,999

ﾏﾘﾝﾌｰｽﾞ㈱ 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の管理（注3） -

 債務保証（注6） 6,941

日本ﾋﾟｭｱﾌｰﾄﾞ㈱ 　所有100%
資金の援助
役員の兼任

 資金の管理（注3） -

(注 2)　価格その他の取引条件は、市場の実勢価格を勘案して交渉の上決定しております。

関係会社
短期貸付金

6,130

㈱北海道日本ﾊﾑﾌｧｲﾀｰｽﾞ 　所有74%
資金の預り
役員の兼任

 資金の管理（注3） -
関係会社
預り金

6,248
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(注 3)　当社はグループ内の資金管理の効率化を図ることを目的としてキャッシュ・マネージメント・システム(以下ＣＭＳ）

　　　　を導入しておりますが、ＣＭＳを用いた資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計する事は実務上困難であ

　　　　るため、取引金額は記載しておりません。なお、利率その他の条件は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、

        担保の受入、提供は行っておりません。

(注 4)　利率その他の条件は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、担保の受入、提供は行っておりません。

        決定しております。

(注 7)　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております(関係会社短期貸付金、長期貸付

        金、関係会社預り金を除く）。

①　1株当たり純資産額

②　1株当たり当期純利益

③　潜在株式調整後1株当たり当期純利益

(注 1)　 記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

(注 2)　 当社は平成30年４月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。当事業年度の期首に

当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益を算定しております。

185円81銭

(注 5)　当社関係会社配当方針に基づく配当金であります。

(注 6)　銀行からの借入につき、債務保証を行っております。なお、保証料は金融機関等における一般的保証料率を勘案して

（１株当たり情報に関する注記）

2,145円46銭

189円58銭
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